事　務　事　業　執　行　概　要
生　活　衛　生　室　　薬　務　課

薬　務　企　画　グ　ル　ー　プ
１　薬事監視指導
                   　　　　　　　　　　                                   　　　（単位：千円）
	予算額

決算額
	㉚11,009

㉚10,895
	① 8,773
① 7,343
	②12,237
②10,540


　(1)　薬剤師免許
　　 薬剤師法に基づく薬剤師免許関係の進達業務を行った。
   〔薬剤師免許等進達件数〕          
	事　　　　　　　項
	件　　数

	薬剤師免許申請
	922

	薬剤師名簿訂正申請
	511

	薬剤師免許証書換交付申請
	456

	薬剤師免許証再交付申請
	　　　42

	薬剤師名簿登録消除申請
	14   　

	合　　　　　　　計
	1,945


      ○根拠法令　　薬剤師法
（2)　大阪府薬事審議会の開催
　　大阪府知事の諮問機関（条例設置）として、薬事に関する重要事項につき、学識経験者、薬業界

及び消費者の団体等の意見を聞き、適切な行政運営を行うため設置している。

　　　（審　議　会）令和３年４月へ開催延期
　　　　○根拠法令　　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律

（以下「医薬品医療機器等法」と表記）、大阪府附属機関条例

　
２　災害時医薬品等の確保供給体制の整備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予算額

決算額
	㉚2,927

㉚2,910
	①2,927
①2,888
	②2,956
②2,937


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

「大阪府地域防災計画」に基づき、災害時医療体制整備の一環として、災害時の迅速かつ的確な医療救護活動に必要な医薬品や医療用資器材等を流通備蓄で確保・供給する体制の整備に努めている。また、（一社）大阪府薬剤師会と「災害時の医療救護活動に関する協定」を締結し、迅速に薬剤師を派遣できる体制を確保している。
３　災害時医薬品等確保供給に係る連携確認、人材育成（事務事業見直しのため延期）
　（単位：千円）

	予算額

決算額
	㉚　－

㉚　－
	1 －

1 －
	2 1,350

2 －　


　　２の事業で構築している体制に関し、府内各地域との連携確認等、人材育成を実施する。
４　薬価等調査（国庫委託事業）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予算額

決算額
	㉚2,660

㉚2,248
	①380
①263
	②404
②260


　　　医療保険制度において、療養の給付に使用された薬剤の費用の額を算定するための価格表（薬価基準表）は、医療機関が購入した価格を基準として定められるもので、市場の実勢価格を最もよく反映させたものであることが必要である。
	調査名
	目　的
	調査対象
	時　期
	調査方法

	医薬品価格

他計調査
	薬価本調査及び経時変動調査の信頼性を確保する。
	①
	事務事業の見直しに
より休止
	調査客体に出向く

	薬価調査客体

精密化調査
	医療用医薬品の価格調査の調査客体を的確に把握する。
	②
	２～３月
	調査対象客体の名称、所在地、電話番号等を調査

	材料価格

他計調査
	市場の実勢価格を的確に材料価格基準に反映させる。
	③
	事務事業の見直しに
より休止
	調査客体に出向く

	材料価格調査

客体精密化調査
	材料価格本調査の調査客体を的確に把握する。
	④
	２～３月
	調査対象客体の名称、所在地、電話番号等を調査


（注）① 医薬品を販売している卸売販売業者のうち２者(抽出)

② 卸売販売業者の許可を受けている事務所で、医薬品を医療機関等（病院、診療所または
保険薬局）に対し直接販売している事務所 (全施設)
　③ 特定保険医療材料販売業者のうち２者(抽出)

④ 医療機器販売業の届出等をしている事務所で、特定保険医療材料を医療機関に対し直接販売
している事務所(全施設)

○根拠法令  薬事工業生産動態統計調査規則(統計法）、厚生労働省医政局通知

５　薬業振興対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	予算額

決算額
	㉚　－

㉚　－
	①　－

①　－
	②　－

②　－


（1）国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所等との産学官連携事業（事務事業見直しのため休止）

大阪北部の彩都地域の中核研究施設である国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所が実施している「基盤的研究推進事業」で採択された大学等における研究成果の発表等を通じて、研究機関と産業界やベンチャー企業との研究情報の共有化を図り、大阪における創薬の活性化及び医療機器の開発を促進する。
　

（2）創薬に向けた医薬品等の薬事規制の在り方の検討（事務事業見直しのため休止）
　　薬事に係る法規制・運用上の課題について、製薬企業等の関係者と協議しつつ課題解決に取り組み、創薬活動の円滑な実施につなげるため、調整会議を実施。

